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4 論文の要旨 
 
本論文は、「中小企業問題」の本質とは何かに関する問題意識を前提に、中小企業の課題
解決策としての中小企業の経営戦略を経営革新とグローバル化という両者の視点から分
析･検討したものである。日本にはこれまで数多くの中小企業研究の蓄積があるが、その源
流がマルクス経済学であったこともあり、常に大企業との対比の中で異質多元的な中小企
業が抱える問題性について議論されてきた。山中篤太郎による「異質多元的」中小企業存
立論以来、これまで多数の「中小企業問題」について論じられてきたが、本論文では、第
二次世界大戦後、高度経済成長期を経て現代に至るなかでの「中小企業問題」とは何かに
ついて検証している。「中小企業問題」という言葉の意味について、中小企業存立について
の「あるべき姿」「目標」といったことと現実との「落差」を意味する場合と、「解決すべ
きテーマ」といった意味に分かれる」としている。すなわち「「中小」企業規模であるが故
に生じる企業存立上の問題」と「経営環境の構造変化に起因した企業戦略上の問題」であ
る。その上で「中小」という「規模」を原因とした「問題」はそれほど多いものではない
としている。中小企業も中小企業家も「問題」があるが故に、新たな戦略、本論文では「経
営革新たるイノベーション」に向けての戦略行動を行うわけで、これが企業家にとっての
モティベーションになっていると結論づけている。 
 本論文は第一部「グローバル化と中小企業」と、第二部「中小企業の底力」によって成
り立っている。第一部および第二部を貫いているのは、徹底した事例研究による、製造業
を中心とした存立維持可能な中小企業の経営革新たるイノベーションとその方法の概念化
である。その１つの事例として海外事業展開があげられている。 
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 本論文の章構成は以下のとおりである。 
 
第一部 グローバル化と中小企業 
第１章 海外進出に必要なこと グローバル化の最前線から 
第 2 章 競争力の強化とビジネスチャンスの追求 
第 3 章 「産業空洞化論」のウソ 東アジアと日本の中小企業 
第 4 章 「脱工業化社会論」批判 
第 5 章 人はどのように育つのか 
第 6 章 ブランド化する地場産業 
第 7 章 中小企業の未来へ 
 
第二部 中小企業の底力 
第 8 章 よい会社の条件とは何か 
第 9 章 グローバル時代の人材育成 東研サーモテックとタイ・味の素 
第 10 章 日本の中小企業の競争力 デンソーと OEI グループ 
第 11 章 コアをもつ、知恵を集める 
第 12 章 すぐれた組織のつくり方 ナカキン 
第 13 章 人材育成は自分でする 東京ダイス、金森製作所 
第 14 章 創業 100 年を超える企業の挑戦 坂本重工、住野工業 
第 15 章 中所得国のワナ ヤマウチ 
第 16 章 グローバル化にも強い中小企業 東陽工業 
終  章 期待される起業家精神 
 
本論文は２部構成になっている。第一部（第１章～第７章）では、中小企業の第二創業
たる経営革新行動の一つである「中小企業のグローバル化」について取り上げ、その現状
と政策的課題について理論研究と実証分析を行っている。第二部（第 8 章から第 16 章）で
は、経営革新によって存立基盤が強化され、グローバルな競争力強化に成功した中小企業
に関する丹念な実証分析を行っている。最後に終章として今後の中小企業経営に向けた中
小企業問題の把握と中小企業政策、さらにはイノベーションたる経営革新行動についての
総括を行っている。それぞれ章ごとの概要は以下のとおりである。 
 
 第一部は、1990 年代から現在に至る、いわゆる「失われた 20 年」が、日本の製造業に
とって、欧米を中心とした関係から、東アジアへと軸足を移した時代であるとし、そうし
た背景下で日本の中小企業が、その技術と技能という視点から新しい事業展開と存立基盤
強化を獲得した時代であることを考証している。 
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第 1 章でまず、1994 年にタイに事業展開した熱処理業の東研サーモテックと、2003 年
に事業展開した、精密加工の興和精密工業を事例に、中小企業の海外事業展開の事例につ
いて検討している。工業用地の収得、新規設営、現地人の採用、人材育成（技術・技能の
移転）、人事管理の体系化、取引先の開拓、地元言語の学習等に関し、短期間で経験するこ
とによって、地元事業所の経営効率が向上する点について、過去の「中小企業白書」や「通
商白書」を総括しつつ、「製造業の海外展開によって、国内が空洞化しているという事実は
ない」という命題に関して検証している。本章では、海外事業展開をしている中小企業は、
国内部門を要員的にも拡大していると結論付けている。 
 
 第 2 章では、ベトナムに事業展開している中堅企業の家庭用浄水器のメーカー・タカギ
について調査し、「設計図は日本で描き、部品は韓国の協力メーカーがつくり、メッキ処理
は中国の協力メーカーに依頼し、完成品はベトナムで組み立て、そして日本で販売する」
という「国際分業」に関して分析している。しかし日本で生産活動が見られないというこ
とではなく、製品の開発・研究、金型づくり、プラスチック成形、そして組立を行ってい
るが、量産品が増加するにしたがって、国内は試作や即応品の生産が中心となり、海外生
産が拡大するという国際分業の実態について指摘している。この章では、そのような生産
の拡大を担保するものとしての「人材育成」の方法として、現地工場での生産要綱たる「ス
キル・マップ」が紹介されている。それは「工場内のルールや危険箇所を把握する」とい
った、新入社員のレベルから始まり、製造記録表をつくったり、作業手順書を作成したり
する指導レベルや、生産計画を立てる管理レベルまで、60 項目を超える事項が掲げられた
マトリックスである。マトリックスの中には「日本語の習得」もあり、語学には当然のこ
とながらインセンティブ(手当の支給)が伴う。ここで実証されているのは、マニュアルをつ
くる側と、マニュアルで仕事をする側では能力差が異なるため、マトリックスをつくる側
である日本事業所側が、絶えずイノベーションを意識した戦略行動を必要とする点にある。 
 
 第 3 章と第 4 章では、いわゆる「産業空洞化論」と「脱工業化社会論」の誤謬について
分析している。ここで指摘されているのは、アメリカの自動車産業の衰退、テレビ・パソ
コン・携帯電話等エレクトロニクス系商品の日本メーカーのシェアの喪失、日本における
製造業の従業者数の減尐、ものづくり分野における韓国や中国の台頭といった現象から、
「製造業は先進国の産業ではなく、日本は金融等に産業構造の比重を移すべきである」と
いう主張への実証的批判を行っている。すなわちドイツや日本とアメリカとの産業構造の
高度化の歴史経路の違いであると指摘し、新宅純二朗氏の論文と関連させ、完成品と中間
財、機能性化学製品とを比較検討しながら生産管理プロセスにおける組合せタイプと、擦
合せタイプのものづくりの具体的相違点について検証している。 
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 第 5 章では、企業の競争力の源泉という視点から人材育成について論じている。トヨタ
や新日鉄あるいはアサヒビールといった大企業から、受注メーカーとしての VA(価値分析)
や VE(価値工学)を担う人々の「仕事能力」の形成に関して検証している。この章で示され
ている概念は、Will(やりたい仕事)、Can(できる仕事)、Must(やらねばならない、義務とし
ての仕事)の 3 類型に区分し、Must が最も重要であることが、指摘されている。存立維持
している企業は「人材育成」プログラムを企業経営システムに取り入れた企業であると指
摘している。 
 
 第 6 章では、福井県・鯖江市の地場産業であるメガネ産地を事例に、世代交代による新
しい企業の台頭と、中小企業のブランド形成プロセスについて論じている。それは地場産
業に関する分析視点であると同時にプロトタイプの創出のプロセスでもある。またこの章
では、「地域」という「空間」を、「越前」「北陸」「日本」「東アジア」と辿ることによって、
地域によって産業構造の高度化過程が異なることを論じている。さらにそのことは各国(各
地域)の「国家間貿易(地域間移入)依存度」の違いの指摘でもある。つまり日本とアメリカ
という「貿易依存率が例外的に低い国」を含めて、世界の国はみな「貿易」に相互に依存
しているという事実を指摘しており、これは内需のみを重視するという主張への批判でも
ある。 
 
 第 7 章では、東日本大震災で大きな被害を受けた漁業設備の設計と製作を行う企業につ
いてのヒアリング調査を通し、「中小企業政策」が、過剰な保護施策に陥ることの危険性に
ついて論じている。現実に震災で工場のすべてを失ったこの企業の経営者は、3 ヶ月かけて
NC 旋盤などを貸借し、事業を再開したが、震災対策施策の柱でもあった「雇用調整助成金」
の受給が長期にわたり、仕事から離れるとなかなか従来業務への復帰が難しいと証言して
いる。長期間にわたる保護的中小企業施策は、社会政策ではあるが、産業政策ではない。「中
小企業施策総覧」に示されている「政策」の数の多さは、中小企業を保護すべき対象であ
るとする先入観から導入されているが、「金融政策」を含めて、有効に機能しているとはい
いがたいと述べている。 
  
続く第二部は、企業経営の評価を、”going concern”と「利益追求」という側面から、文
献研究とケーススタディから論じている。分析の中心となる基準は「企業の規模」ではな
く「質」の評価である。山中篤太郎の異質多元的存立主体としての中小企業における「質」
の問題に焦点を当て、「中小企業はまだ大きくなれない企業」ということではなく、「必要
なサイズの企業」であり、「家業」や「コア」となる事業がはっきりと認識しうる企業の強
みが提示されている。それは「中小企業は…」という規模だけを念頭においた分析の問題
点の指摘を通じても検証されている。また中小企業は、長期継続雇用を前提とした人材育
成に積極的であり、それは日本国内だけではなく、海外工場でも同様の人事管理が行われ
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ることによって、技術や技能を向上させることに成功していると指摘している。 
 
第 8 章ではまず、中小企業の付加価値額の推移や規模別正社員の給与額の分布、さらに
はそれに伴う付加価値生産性や一人当たり賃金など中小企業近代化政策、それに続く経営
革新施策の中核となるマクロデータを紹介しつつ、日本の中小企業の時系列評価を行って
いる。それによると、付加価値額に占める日本の中小企業のシェアは、40 年以上にわたっ
て 50%から 60%の範囲内で推移しており、二重構造を体現した格差構造を維持しつつも日
本の国民経済下での歴史的比重は変化しておらず、存立基盤が弱いながらも一定の割合で
存立を維持していることが示されている。 
 
第 9 章では、第 1 章で紹介された、熱処理のメーカー・東研サーモテックと、大企業で
あるタイ・味の素の人事制度との比較検討が行われている。本章では、いわゆる日本的経
営の一環としての、長期継続雇用による社内での職務・職階級などによって、職能要件に
基づく人材育成と雇用管理がなされていることを示している。次の第 10 章、第 11 章とも
関わるが、企業にとっての非価格競争力が、コア･コンピタンスとなる技術などの経営資源
によって、企業の内部で育成・振興されていることを示している。 
 
第 10 章では、第二次世界大戦後今日に至るまで、長期にわたって、国内市場で、同業他
社との間で競争を繰り広げ、存立維持してきた日本の中小企業の競争力を、タイのピュア
ローカル企業との比較によって検討している。その方法は発注元である現地のトヨタ及び
デンソーへのヒアリング調査を通して、サプライヤーとしての選定基準を比較検討するこ
とで分析･検討されている。またピュアローカル企業の技術力は、日本の工場で働きスピン
アウトした技術者、あるいは日本人の技術者を工場長として採用している企業、日本の企
業から技術指導を受けている企業が大半を占め、それぞれの要素技術は何らかの形で、日
本と関わっていることについて明らかにしている。トヨタもデンソーも、工業資本的充用
を前提として技術的に有機的な連関関係を構築することが自社の競争力強化につながると
の認識を持っているとしている。 
 
第 11 章では、「複雑系ものづくり」といわれる「部品や素材など要素間の集合」が難し
いといわれる生産領域について論じており、パソコンやテレビといったモジュールを基本
とした「組合せ系商品」とその組合せの内部の部材について「ものづくり」の視点面から
論じており、日本の中小企業の競争力が高いことを明らかにしている。日本からフィリピ
ンに事業展開した金型企業が、現地で 15 年かけて育てた社員により、日本での受注をデー
タで送信し、現地で製造し国際宅配便で日本に送る、などのコストダウンの方法が事例と
して分析されている。つまり日本国内での競争に見えながら、実際の競争はグローバル化
していることについて実証している。 
6 
 
 
第 12 章は、鋳物会社であるナカキンの「競争力の形成戦略」を中心に論じられている。
ナカキンは 1995 年にインドネシアへの事業展開を果たしており、日本の自動車メーカーに
対するシェアは第 1 位である。ナカキンの特徴は、鍛造と並んで、ものづくりの基盤その
ものである、鋳物のすべての基礎ともいえる「砂型」の「砂」を自社で製造していること
である。鳥取の砂丘の砂やアラブの砂漠の砂など、さまざまな砂の分析を通して、「均等に
50 ミクロン」の砂が鋳物に最適であることを発見し、「砂」を自ら製造し、製品化している。
この企業はその他にもロータリーポンプの製造などもおこなっているが、大阪の本社工場
を大規模化するのではなく、岡山・高知・三重などに、従業員各 50 人という別法人を設立
し、技術革新を競い合う、という経営を行っていることが示されている。 
 
第 13 章は、超硬素材の切削・研磨を中心としたものづくりの企業・東京ダイスと、鈑金
プレス業・金森製作所の 2 社の技術と技能を中心に分析されている。規模は両社ともに従
業員数 30 人で、共通するのは「海外事業展開はしない」ということである。両社ともに典
型的な試作品と一点ものの製造に特化しており、海外展開する必然性がないことでも共通
している。しかし東京ダイスは、取引先はグローバル展開しており、商社を通しての輸出
が売上の 30%を占めている。両社の技術もまた、他企業にはないオリジナルな技術が存在
しているため、自社内で育成されている。中小企業に共通することとして、新規採用の年
齢が高いことがあげられる。ここでは「中小企業という規模を原因とした問題」の最大の
テーマとして「採用」について取り上げており、知名度がないことは採用に困難をきたす
ことが指摘されている。両社は 30 歳を超えていても採用しており、勤続年齢は長い。金森
製作所の場合の最高齢は 78 歳である。技術や技能があれば何歳になっても働けることが、
中小企業の特徴でもあると結んでいる。 
 
第 14 章は、完成品メーカーであるマツダの自動車のボディなどを製造する大型鋳物のメ
ーカーである坂本重工と、塗装と板金・プレスのメーカーである住野工業の実証分析であ
る。この章で分析されているのは、第 13 章と共通するが、発注側と受注側により、「もの
をつくり込んでいく」プロセスの近年の変化と齟齬である。かつては発注側も受注側も、
自動車のボディなど「大物鋳物」の場合は莫大な大きさの図面を前に、手作りで模型をつ
くり、木型を作ってきた経験から、「図面をみれば完成品の立体」を構想できた。しかし近
年は最初から 3 次元の CAD による設計のため、それぞれの部品の特質や不具合が読めなく
なっている。IT 化は生産のスピードを急速に向上させたが、画面上と実物大とのズレを生
じさせている。こうしたことが存立基盤を低下させている一要因となっていることを指摘
している。 
 
第 15 章は、精密なゴム製品や樹脂加工に取り組んでいる、中堅企業・ヤマウチの創業以
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来 100 年に至る戦略転換の歴史を辿りながら、企業としての存立基盤強化策について分析
している。典型的な中間財メーカーであるが、卓越した「隙間産業・隙間技術」を開発し
ている。1979 年にシンガポールへ海外事業展開したのを手始めに、1988 年にマレーシア工
場を、さらにはアメリカ・ベルギー・韓国・中国へと展開し、HDD・プリンタ・複写機・
自動車関連など数千種類の製品を製作しており、しかも「複雑系」が多く、日本国内での
開発・試作力など、浅沼萬里のいう「関係に特有の特殊的技能」の蓄積が見られる。 
さらにこの章では、いわゆる世界銀行や OECD が指摘している「中所得国のワナ」論の
典型としての、マレーシアの現実を、技術の向上による「中所得国」からの脱却の可能性
と、人種政策による制約などからの「成長の限界」を指摘しつつ、日本と東アジアの今後
の可能性について探っている。 
 
第 16 章は、バイクや自動車のバックミラーを製造する企業である東陽工業における、国
内マーケットの縮小と海外事業展開の意義について論じている。1980 年には 640 万台が生
産されたバイクは、2012 年には 60 万台と市場としては縮小している。1988 年のタイから
スタートした東陽工業における海外事業展開による生き残りは、企業の経営行動としては
必然的なものであったと指摘している。この章では、日本の本社工場が、マザー工場であ
り続けることの意味と必要性について分析されており、このことが中小企業の存立基盤強
化へとつながっている。 
 
終章は、元請大企業との被支配性を享受する下請論（貸与図型下請・商業資本的充用）
から、社会的分業を確立しうる R&D 可能な下請論（承認図型下請・工業資本的充用）まで
の、ものづくり下請中小企業を基本とした日本の中小企業「論」の変遷をたどりつつ、規
模や特定の定義・概念では捉えきれない多彩な中小企業の存立のあり方について、海外事
業展開を軸に論じ、存立基盤についての詳細なケーススタディに関するまとめとしている。 
 
5 論文の評価 
 
筆者の問題意識は、「日本の中小企業が『他に代替の利かない』技術などの経営資源を保
有することによって、継続と発展を遂げている事実を明らかにする」ところにある。そこ
で本論文では中小企業、なかでもものづくり系の中小企業が、下請企業のケース、自立型
企業のケース、中堅企業のケースといったさまざまな経営形態に関して経営資源、経営戦
略の視点から中小企業に関する理論的、実証的分析を行ったものである。 
 従来の中小企業論では、大きくわけると二つの潮流がある。それは「中小企業は問題性
と発展性の主体である」といわれるように、支配従属関係下における弱者としての中小企
業とベンチャーに代表される ”Vital Majority” としての中小企業という研究潮流である。
すなわち、二重構造論とその延長線上での下請中小企業論と、独自に成長可能な中堅企業
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論・ベンチャービジネス論の流れである。こうした分類によれば、本論文は後者に属して
いる。以下では、本論文の意義について見てみよう。 
 第 1 の意義は、”Vital Majority” としての積極的中小企業論について詳細な実証を試みて
いる点である。伝統的な「弱者としての中小企業論」について筆者は、2009 年に著書『中
小企業は進化する』(岩波書店)において整理･検討している。ここでは第二次世界大戦後、
高度経済成長期に至る非近代性と被支配性を併せ持った中小企業観に基づくいわゆる二重
構造論と旧中小企業基本法及びその具体的政策としての「中小企業近代化促進法」に基づ
く「中小企業近代化政策」との関係、さらには中村秀一郎や清成忠男らによる中小企業の
積極的評価と、その後の 1999 年の改定中小企業基本法に至る時代的・思想的な背景につい
て詳細に分析している。その延長線上にあって本論文では事例研究による実証を柱とし、
「ものづくり」の新たな可能性を、中小企業経営に見出すことに成功している。本論文が
主張している論点は、東アジアという広がりの中で日本の中小企業が、他に代替の利かな
い技術や技能などの経営資源を保有することで存立基盤を確立していること、下請中小企
業が自立化し、ベンチャー型中小企業への進化の経路をいかなるメカニズムによって存立
維持と発展を遂げているかについて分析・検討している。また中小企業学説史的にいえば、
浅沼萬里、藤本隆宏、小池和男らが確立した「ものづくり」や「人材育成」に関する概念
の実証を新たに試みたものといえる。黒瀬直弘による「複眼的中小企業論」においては、
中小企業は“問題性”と“発展性”の統一物として見るべきだとしている。中小企業は社
会的弱者であり、取引先である大企業からは常に支配され、従属し、搾取の対象とされる
問題を抱えた存立主体とするこれまでの見方とは対照的に、中村秀一郎の「中堅企業」や
清成忠男の「ベンチャー･ビジネス」の知見が示され、中小企業の成長戦略が示されたわけ
であるが、いわゆる中小企業研究の延長線上における実証分析が従来に至るまで不足して
いた感が否めない。本論文は中小企業を積極的に評価しようと詳細な実証分析を試みたこ
とは多大なる中小企業研究に対する貢献と評価できる。 
 第 2 の意義は、中小企業政策の用語である「経営革新」を具体的に再定義した点である。
いわゆるイノベーションといわれる概念には、プロダクト･イノベーションとプロセス･イ
ノベーションがあるといわれるが、Schumpeter と Galbraith 流にいうと「大企業体制支持
論」が享受され、中小企業、ましてや零細企業において、イノベーションたる技術革新は
そう簡単に実現できるものではない。しかし日本の中小企業政策における「経営革新
(business innovation)」は単にこうしたイノベーションを指すものではない。本論文では、
こうしたイノベーションも含む経営手法を改めるという意味での革新的戦略をイノベーシ
ョンであるとし、商品企画や研究開発によるプロダクト･イノベーション、工程改善を中心
とするプロセス･イノベーションに加えて、デザインやマーケティングの改革によるブラン
ディング･イノベーション、連携や分社化といった経営組織のイノベーション、人材育成と
いった経営資源のイノベーションも含めた広い概念を提示することで、政策上の概念と理
論上の概念との近接化を果たしている。 
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 第 3 の意義は、中小企業における人材育成のグローバル研究を行っている点である。中
小企業の経営革新実現には、人材育成ぬきには成り立たないことが先行研究として多数取
上げられているが、本論文では「育成」の対象は日本国内にとどまることなく、ASEAN を
中心とした海外工場も含まれていることが、「中小企業論」としての本論文のもつ新しい視
点である。本論文の対象となっている事例は、熱処理、金属の切削加工、樹脂加工、金型、
冷間鍛造、板金プレス、鋳物、パイプ加工などのさまざまであり、約 40 社が取り上げられ
ている。主に「中間財メーカー」であるこれらの企業に共通するのは、製品や技術に関す
る開発研究と、技術･技能の向上への「仕組づくり」の確立である。グローバル展開してい
る企業が、こうした「仕組づくり」においていかなる人材育成を行っているのか。経営資
源のイノベーションとして詳細に分析検討している点が評価できる。 
  
 このように、本論文の意義を認めながらも、筆者の研究成果にはいくつかの課題が指摘
できる。 
 第１の課題は、従来の中小企業論、特に下請概念についてである。事例で紹介されてい
る企業の多くは、いわゆる一次下請(一次協力メーカー)、二次下請(二次協力メーカー)であ
るが、それらの企業活動は単に完成品メーカー(アッセンブラー)の「従属的存在」ではない。
かつて「下請」という言葉が一般的であったが、特に ASEAN に海外展開している企業は、
日本国内と異なり、現地で展開する日本のメーカーのみならず、アメリカ、ドイツ、韓国
の企業とも多様に取引先を広げており、「ネットワーク型」ともいうべき取引関係が一般化
しつつあり、「下請」という言葉が、適切ではないことが明らかにされている。「下請」と
いう言葉が適切ではないことは明らかであったとしても、従来の概念との整合性、「外注」
との相違点、企業間関係、経営資源移転、イノベーションといった各視点からの分析が必
要であろう。いわゆるジャナーリスティックに使われている「下請け(あえて「け」を挿入)」
と中小企業概念における「下請」との相違点、理論的含意に関する分析がやや不足してい
るように感じられる。事例研究から展開された新たな「準垂直的統合」としての「下請」
概念の抽出が必要であろう。 
 第２の課題は、アカデミックな側面からの時系列に沿った理論的議論に若干の物足りな
さを感じる。第１の課題で「下請」について言及したが、日本の中小企業研究の「過去と
現在」という視点から見ると、つまり過去の理論的蓄積への「敬意」が足りないことを指
摘せざるを得ない。それはおそらく、本論文の提出者が、研究者としてではなく、ジャー
ナリストとして育ったことと関連している。これまでの日本の中小企業研究において、常
に検証されてきたのが「中小企業とは何か」「中小企業問題とは何か」である。ものづくり
型中小企業の場合にはなおのこと従来の中小企業研究の中核としてさまざまな視点からの
分析がなされてきた。こうした理論の流れを一応は踏襲しているものの、中小企業の本質
からの分析、いわゆる存立論的視点からすると物足りなさを感じる。規模に起因する中小
企業問題に関する分析は、中小企業研究においても「古くて新しい分析視点」といわれる。
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グローバル展開している企業であればなおのこと、中小企業問題を克服したその理論的含
意についてもう尐し踏み込んだ検証を行う必要があったと考えられる。 
  
 しかし本論文は、長期にわたる、国内と ASEAN を中心としたグローバルな「場」での
聞き取り調査を中心とした事例研究としてまとめられており、従来の理論的知見を踏襲し
つつも、筆者が蓄積してきたネットワークを最大限に活用し、独自の分析方法を切り開い
た点は大いに評価されるべきである。さらには、多数の著作にみられる業績の厚みは圧倒
的であり、筆者が新たな視点で理論的、実証的、政策的視点から研究を展開されることを
深く願うものである。 
 
6 判定 
 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士(経営学)の学位
を授与されるのに十分な資格をもつものと判定する。 
